
１ 公共工事に係る入札・契約の種類（一般競争入札、指名競争入札、随意契約） 

 

（１）一般競争入札【長岡市財務規則第 129 条第１項】 

   公告によって不特定多数の者を募集し、入札によって申込みをさせる方法によ

り競争させるもので、その申込者のうちから、自治体に最も有利な条件を提示し

た者（総合評価方式もある）を選定し、その者と契約を締結する方式 

   ＜長岡市の現状＞【長岡市建設工事制限付き一般競争入札実施要綱】 

    ○ 制限付き一般競争入札 

    ○ 設計額 2,000 万円以上の建設工事（平成 23 年４月改定） 

    ○ 地域要件、工事成績、施工実績等の参加要件の設定 

      ※ ＪＶ結成は、設計額１億円以上で執行する。 

 

（２）指名競争入札【長岡市財務規則第 129 条第２項】 

   ある一定の資格を有する者のうちから特定多数の競争入札者を選んで競争入

札をさせ、地方公共団体に最も有利な価格で申込みをする者との間に締結をする

契約方法 

   ＜長岡市の現状＞【長岡市建設工事等指名業者選定要綱】 

    ○ 設計額 130 万円超から 2,000 万円未満の建設工事（平成 23 年４月改定） 

    ○ 設計額 50 万円超の測量・建設コンサルタント等業務委託 

 

（３）随意契約【長岡市財務規則第 129 条第３項】 

   競争入札の方法によらないで、地方公共団体が任意に特定の相手方を選択し締

結する契約方法 

   随意契約は、次の要件に合致する場合にのみ認められる。 

   ① 予定価格が長岡市財務規則別表第４に定める金額を超えないとき（少額随

意契約） 

   ② その性質又は目的が競争入札に適しない契約をするとき（不適条項） 

   ③ 障害者支援施設、シルバー人材センター等から物品を買入れ又は役務の提

供を受ける契約をするとき（障害者、高齢者、母子関連の一定契約） 

   ④ 新規事業分野の開拓事業者からの新商品の買入等の契約をするとき 

   ⑤ 緊急の必要により競争入札に付することができないとき 

   ⑥ 競争入札に付することが不利と認められるとき（不利条項） 

   ⑦ 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みの

あるとき 

   ⑧ 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落礼者がないと

き（入札後随意契約） 

   ⑨ 落札者が契約を締結しないとき 

   ＜長岡市の現状＞ 

     設計額 130 万円以下の建設工事、設計額 50 万円以下の測量、建設コンサ

ルタント等業務委託は所管課で執行  
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２ 長岡市独自の主な制度 

（１）安全安心地域づくり工事 

   災害対応等で地域の安全・安心の確保に貢献している市内の建設業者に対する

受注機会の確保や健全経営への支援を図る制度 

   ア 指名競争入札 

    ○ 導入時期：平成 25 年６月（試行） 

           平成 27 年４月から本格実施 

    ○ 対象案件：設計額 130 万円を超え 2,000 万円未満の工事 

           ※ 災害復旧工事（2,000 万円未満）は安全安心地域づくり工

事で発注 

    ○ 工事種別：土木一式、下水道管渠工事、管工事（消雪施設及び水道管）、

水道管 

   イ 制限付き一般競争入札（試行） 

    ○ 導入時期：平成 28 年４月 

    ○ 対象案件：設計額 2,000 万円以上 3,000 万円未満の工事 

    ○ 工事種別：土木一式、下水道管渠工事、管工事（消雪施設及び水道管）、

水道管 

 

（２）一抜け方式（制限付き一般競争入札・指名競争入札） 

   工期の担保及び受注機会の確保のための発注方式（発注者が指定する案件の落

札者は、発注者が指定するほかの案件の落札者にはなれない方式） 

   ア 同一地域の線的工事 

     工区が隣接又は近接で、かつ、施工期間が限定されている案件 

     ※「工区が近接」は、相互の距離が概ね 500ｍ程度以内 

     ○ 対象工種：土木一式、下水道管渠、舗装、管（消雪施設及び水道管）、

水道管 

   イ 同一地域の点在工事 

    (ｱ) ひとつの施設を分割施工し、施工期間を担保する案件 

    (ｲ) 工区は離れているが、施工期間が限定されている又は資材の一括調達

が困難な案件 

    ○ 対象工種：建築一式、建築物給排水衛生・電気設備、その他工種 

   ウ 複数地域の点在工事 

     工区は離れているが、施工期間が限定されている又は資材の一括調達が困

難な案件で、かつ、設計額 2,000 万円以上の制限付き一般競争入札案件 

   エ 特認工事 

     設計額 1,000 万円以上 2,000 万円未満の複数地域点在工事（指名競争入札

案件）のうち、資格等審査員会で特に認めた案件  



（３）概算数量発注方式 

   設計・積算業務の簡略化、違算防止及び入札事務の効率化を図るための発注方

式 

   ○ 導入時期：平成 30 年３月 

   ○ 対象案件： 

     ・設計額 1,000 万円未満の工事 

     ・設計額 1,000 万円以上 2,000 万円未満で入札参加資格等審査委員会で承

認された工事 

   ○ 工事種類： 

     消雪施設更新（散水管、舗装）、舗装復旧、側溝修繕、路肩整備、区画線、

用排水路整備、防護柵設置、樹木植替、屋上防水改修、冷暖房設備改修、

災害復旧等 

 

３ 入札方法等の運用基準 

（１）発注標準表 

工事の

等 級 

土木一式工事 

(下水道管渠 

工事を含む。) 

建築一式 

工事 

管工事 

(水道管工事

を含む。) 

電気工事 舗装工事 

Ａ 
1,500万円 

以上 

1,000万円 

以上 

700万円 

以上 

300万円 

以上 

200万円 

以上 

Ｂ 

1,500万円 

未満 

500万円 

以上 

1,000万円 

未満 

300万円 

以上 

700万円 

未満 

300万円 

以上 

300万円 

未満 

200万円 

未満 

Ｃ 
500万円 

未満 

300万円 

未満 

300万円 

未満 
  

 

（２）入札参加業者 等級格付基準 

区

分 

土木一式工事 

（下水道管渠工事を含む。） 
建築一式工事 

管工事 

（水道管工事

を含む。） 

電気工事 

舗装工事 

総合評点 技術者数 総合評点 総合評点 総合評点 

Ａ ８００～ 
１ ２人以上 

８００～ ７５０～ ７５０～ 
計 ５人以上 

Ｂ 
７００～ 

 ７９９ 

１ １人以上 ７００～ 

 ７９９ 

６５０～ 

 ７４９ 
～７４９ 

計 ２人以上 

Ｃ ～６９９ 
２ １人以上 

～６９９ ～６４９ 
 

計 １人以上 

  ※ 土木一式工事の技術者数欄の１は、１級の資格を有する技術者の必要人数、２は、

１級又は２級の資格を有する技術者の必要人数であり、計は、１級又は２級の資格を

有する技術者の必要人数である。 



（３）指名数 

工事の等級 
土木一式工事、建築一式工事及び

管工事 
電気工事及び舗装工事 

Ａ １５ １０ 

Ｂ １０  ８ 

Ｃ  ８  

 

（４）制限付き一般競争入札の入札参加資格要件 

工種 
工事 

等級 
金額の範囲 

参加可能業者 

業者

格付 
総合評点 

工事成績 

※※ 

土木一式（下水道

管渠）工事 

建築一式工事 

Ａ 

7,000万円以上  

Ａ 
800点以上

※ 

○ 

2,000万円以上 7,000万円未満  

管（水道管）工事 

電気工事 
Ａ 

5,000万円以上  
Ａ 750点以上 

○ 

2,000万円以上 5,000万円未満  

舗装工事 Ａ 2,000万円以上  Ａ 750点以上 ○ 

※  ＪＶ施工方式では原則、土木一式・下水道管渠900点以上、建築一式900点以上 

※※ 過去３年度の当該工種の工事成績の平均点が 75.0 点以上であること。 

 

（５）監理（主任）技術者の配置 

設計額 8,000 万円以上 設計額 3,500 万円以上 設計額 3,500 万円未満 

監理技術者の専任配置 主任技術者の専任配置 主任技術者の配置 

 

（６）その他 

  ア 設計額 2,000 万円以上 3,000 万円未満の土木一式（下水道管渠）工事（Ａ級

工事）について、地域要件を川東地域、川西地域に２分する。 

  イ 設計額 8,000 万円以上の工事には、施工実績を求めることができる。 

  ウ 「くい上がり」、「くい下がり」の運用方法は、次のとおりとする。 

   (ｱ) 発注地域（支所地域単位）の工事で指名業者数が充足できない場合に、当

分の間、指名総数の５０％を限度として、発注地域業者又は近接する地域業

者で過去３年度の工事成績の平均点が 75.0 点以上の業者を指名できること

とする。 

   (ｲ) 舗装工事については、発注地域にかかわらず指名業者選定を行い、舗装機

械を有している者を優先するものとし、「くい上がり」のみとする。 

 

 



  エ 設計額１億円以上の入札工事案件は、原則として特定共同企業体（ＪＶ）の

結成を資格要件とする。 

  オ 一抜け方式は、次のいずれかに該当する制限付き一般競争入札及び指名競争

入札で検討する。 

   (ｱ) 土木一式、下水道管渠、舗装、管（消雪管等）、水道管 

     工区が隣接又は近接しており、かつ、施工期間が限定されている案件 

   (ｲ) 建築一式、建築物の給排水・衛生設備、建築物の電気設備、その他の工種 

    ・ひとつの施設を分割して施工することで、施工期間を担保する案件 

    ・工区は離れているが、施工期間が限定されている又は資材の一括調達が困 

難な案件 

 

 


